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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第116期

中間連結会計期間
第117期

中間連結会計期間
第116期

会計期間
自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上高 （百万円） 36,391 42,277 80,915

経常利益 （百万円） 5,550 7,369 13,977

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 4,099 5,317 10,328

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 4,396 5,198 11,143

純資産額 （百万円） 40,572 48,941 47,317

総資産額 （百万円） 88,839 95,989 95,244

１株当たり中間（当期）純利益

金額
（円） 312.72 405.30 787.76

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.7 51.0 49.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 4,561 △1,047 6,988

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,131 △3,130 △3,216

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,647 △3,716 △2,666

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 28,245 20,566 28,464

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．１株当たり中間（当期）純利益金額については、取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度とし

て信託が保有する当社株式を、１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上、普通株式の期中平均株式数の

計算において控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の分析

当中間連結会計期間における当社グループの事業環境は、半導体業界においてはＡＩ需要の高まりに牽引さ

れ、ＡＩに関連するロジック／ファウンドリ向け、メモリ向けなどの設備投資が堅調に推移しました。一方、

パワーデバイス向けは市場が減速し、低調に推移しました。ＦＰＤ（Flat Panel Display）業界においては全

般的に設備投資が低調な状況が継続しました。

このような環境の中、当中間連結会計期間の業績は、売上高は、前年同期に比べ、半導体分野が順調に推移

し増加、低調に推移したＦＰＤ分野及び新紙幣発行に伴う機器更新の需要が収束した流通機器分野が減少し、

全体では42,277百万円（前年同期比16.2％増）となりました。

利益面では、半導体分野の売上増加により営業利益が7,572百万円（前年同期比31.7％増）、経常利益が

7,369百万円（前年同期比32.8％増）、親会社株主に帰属する中間純利益が5,317百万円（前年同期比29.7％

増）となりました。

なお、受注高は、半導体前工程では顧客の投資時期の変更もあり、高水準であった前年同期に比べ減少しま

した。半導体後工程は引き続き好調に推移し、半導体分野全体では前年同期に比べ増加しました。ＦＰＤ分野

は低調ではあるものの、前年同期に比べ増加しました。また、新紙幣発行に伴う機器更新の需要が収束した流

通機器分野は前年同期に比べ減少しました。この結果、当中間連結会計期間における受注高は41,156百万円

（前年同期比11.4％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（ファインメカトロニクス部門）

売上高は、半導体前工程ではロジック／ファウンドリ向け装置が順調に推移し、シリコンウェーハ向け装

置も堅調に推移するなど、前年同期に比べ増加しました。ＦＰＤ前工程は低調で、前年同期に比べ減少しま

した。この結果、部門全体では前年同期に比べ増加し、25,853百万円（前年同期比10.7％増）となりまし

た。

セグメント利益は、売上増加により前年同期に比べ増加し、4,480百万円（前年同期比21.3％増）となりま

した。

なお、受注高は、半導体前工程ではマスク向け装置、シリコンウェーハ向け装置が増加したものの、前年

同期に想定以上に好調であった中国市場向けロジック／ファウンドリ向け装置が減少したほか、一部顧客の

投資時期の変更の影響を受け半導体前工程全体では前年同期に比べ減少しましたが、保守・サービス関係が

増加しました。ＦＰＤ前工程では、前年同期に比べ増加しました。この結果、部門全体では前年同期に比べ

受注高が増加し、27,518百万円（前年同期比15.7％増）となりました。

（メカトロニクスシステム部門）

売上高は、半導体後工程では生成ＡＩ用ＧＰＵの需要増に伴い先端パッケージ向け装置が好調に推移し、

前年同期に比べ大幅に増加しました。ＦＰＤ後工程及び真空応用装置は低調で、いずれも前年同期に比べ減

少しました。この結果、部門全体では前年同期に比べ増加し、14,108百万円（前年同期比57.6％増）となり

ました。

セグメント利益は、半導体後工程の売上増加により大幅な増益となり、3,371百万円（前年同期比102.7％

増）となりました。

なお、受注高は、半導体後工程では生成ＡＩ用ＧＰＵの需要増に伴い、先端パッケージ向け装置が好調に

推移しました。ＦＰＤ後工程及び真空応用装置の半導体分野向けでは、市況の影響を受け低調に推移しまし

た。この結果、部門全体では前年同期に比べ受注高が増加し、11,373百万円（前年同期比21.6％増）となり

ました。

（流通機器システム部門）

新紙幣発行に伴う紙幣識別機器の更新が収束し、主力の券売機の売上が低調に推移しましたが、汎用自販

機及び役務の売上は堅調に推移しました。この結果、売上高は1,397百万円（前年同期比56.0％減）、セグメ

ント利益は45百万円（前年同期比94.5％減）となりました。

（不動産賃貸部門）

不動産賃貸収入は計画どおり推移し、売上高は917百万円（前年同期比1.7％増）、セグメント利益は188百

万円（前年同期比4.3％減）となりました。
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②財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ744百万円増加し95,989百万円となりました。こ

れは主に、現金及び預金が7,897百万円、建設仮勘定が2,168百万円減少した一方で、仕掛品が4,118百万円、建

物及び構築物が5,662百万円、投資有価証券が609百万円増加したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ879百万円減少し47,047百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が745百万円増加した一方で、未払法人税等が369百万円、前受金が1,084百万円減少したことによるもので

す。

純資産は、前連結会計年度末に比べ1,623百万円増加し48,941百万円となりました。これは主に、配当金の支

払により3,655百万円減少した一方で、親会社株主に帰属する中間純利益の計上により5,317百万円増加したこ

とによるものです。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に

比べ7,897百万円減少し、20,566百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は1,047百万円（前年同期は4,561百万円の増加）となりました。これは主に、税

金等調整前中間純利益の計上、減価償却費の計上により資金が増加した一方で、前受金の減少、棚卸資産の増

加、法人税等の支払により資金が減少したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は3,130百万円（前年同期は1,131百万円の減少）となりました。これは主に、固

定資産の取得により資金が減少したことによるものです。

なお、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッ

シュ・フローは、4,178百万円の減少（前年同期は3,430百万円の増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は3,716百万円（前年同期は2,647百万円の減少）となりました。これは主に、配

当金の支払により資金が減少したことによるものです。

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

(6）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につ

いて重要な変更はありません。

(7）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,033百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在
発行数（株）

（2025年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,971,900 13,971,900
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

　100株

計 13,971,900 13,971,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数
残高（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2025年４月１日～
2025年９月30日

－ 13,971 － 6,761 － 6,939
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（５）【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）
東京都港区赤坂１－８－１ 1,834 13.95

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－１２ 842 6.40

MSIP CLIENT SECURITIES

（常任代理人　モルガン・スタンレーＭＵＦＧ

証券株式会社）

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１－９－７）

815 6.20

信越エンジニアリング株式会社 東京都千代田区神田錦町２－９ 779 5.92

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京

支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107

NO

（東京都新宿区新宿６－２７－３０）

398 3.03

JP JPMSE LUX RE UBS AG LONDON BRANCH EQ CO

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

BAHNHOFSTRASSE 45 ZURICH SWITZERLAND

8098

（東京都千代田区丸の内１－４－５）

323 2.45

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE FIDELITY FUNDS

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３－１１－１）

261 1.99

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG (FE-AC)

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET

LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１－４－５）

260 1.98

THE BANK OF NEW YORK MELLON 140042

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部

）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY

10286, U.S.A.

（東京都港区港南２－１５－１）

179 1.36

JP MORGAN CHASE BANK 385781

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済営業部

）

25 BANK STREET, CANARY WHARF,

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２－１５－１）

173 1.32

計 － 5,868 44.63

（注）１．上記のほか、当社所有の自己株式823千株（5.89％）があります。なお、自己株式823千株には、取締役及

び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度にかかる信託が保有する当社株式20千株は含まれておりませ

ん。
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２．2025年９月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、野村證券株式会

社及びその共同保有者２社が2025年９月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されてい

るものの、野村證券株式会社及びNOMURA INTERNATIONAL PLCを除き、当社として2025年９月30日現在にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－１３－１ 204 1.46

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom
21 0.15

野村アセットマネジメント株式

会社
東京都江東区豊洲２－２－１ 563 4.03

計 － 789 5.65

 

３．2025年９月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラス

ト・アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者１社が2025年９月15日現在でそれぞれ以下の株式

を所有している旨が記載されているものの、当社として2025年９月30日現在における実質所有株式数の確

認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセットマ

ネジメント株式会社
東京都港区芝公園１－１－１ 528 3.78

アモーヴァ・アセットマネジメ

ント株式会社
東京都港区赤坂９－７－１ 240 1.72

計 － 768 5.50
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

－ －
普通株式 823,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,121,100 131,211 －

単元未満株式 普通株式 27,200 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  13,971,900 － －

総株主の議決権  － 131,211 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度の導入

に伴い信託が保有する当社株式20,329株（議決権の数203個）が含まれております。なお、当該信託が保有する

当社株式は連結財務諸表において自己株式として計上しております。

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

芝浦メカトロニクス㈱

神奈川県横浜市栄区

笠間２－５－１
823,600 － 823,600 5.89

計 － 823,600 － 823,600 5.89

（注）上記の他、取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度の導入に伴い信託が保有する当社株式20,329

株を、連結財務諸表において自己株式として計上しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,478 20,581

受取手形、売掛金及び契約資産 30,990 31,003

電子記録債権 711 858

商品及び製品 2,267 2,632

仕掛品 8,205 12,323

原材料及び貯蔵品 623 707

未収入金 2,796 2,741

その他 368 496

貸倒引当金 △285 △283

流動資産合計 74,154 71,062

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 31,315 37,305

減価償却累計額 △21,453 △21,782

建物及び構築物（純額） 9,861 15,523

機械装置及び運搬具 9,431 9,117

減価償却累計額 △7,245 △6,999

機械装置及び運搬具（純額） 2,186 2,118

工具、器具及び備品 1,859 1,939

減価償却累計額 △1,377 △1,444

工具、器具及び備品（純額） 482 495

土地 119 119

リース資産 206 201

減価償却累計額 △123 △129

リース資産（純額） 83 72

建設仮勘定 4,965 2,797

有形固定資産合計 17,699 21,126

無形固定資産   

特許権 467 505

その他 259 239

無形固定資産合計 726 745

投資その他の資産   

投資有価証券 0 609

長期前払費用 56 46

繰延税金資産 2,373 2,159

その他 234 238

貸倒引当金 △1 －

投資その他の資産合計 2,663 3,055

固定資産合計 21,089 24,927

資産合計 95,244 95,989
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,028 11,774

電子記録債務 3,171 3,515

短期借入金 7,050 7,700

１年内返済予定の長期借入金 700 －

リース債務 20 21

未払法人税等 2,501 2,132

未払費用 5,373 5,362

前受金 4,681 3,596

役員賞与引当金 175 70

受注損失引当金 14 43

製品保証引当金 135 160

その他 3,889 3,728

流動負債合計 38,742 38,107

固定負債   

長期借入金 900 900

リース債務 66 54

退職給付に係る負債 4,692 4,469

役員退職慰労引当金 38 35

修繕引当金 339 334

資産除去債務 67 67

長期預り保証金 3,078 3,078

固定負債合計 9,184 8,939

負債合計 47,926 47,047

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,761 6,761

資本剰余金 6,939 6,939

利益剰余金 34,285 35,947

自己株式 △2,285 △2,205

株主資本合計 45,700 47,443

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 875 745

退職給付に係る調整累計額 741 753

その他の包括利益累計額合計 1,616 1,498

純資産合計 47,317 48,941

負債純資産合計 95,244 95,989
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 36,391 42,277

売上原価 22,360 25,413

売上総利益 14,031 16,863

販売費及び一般管理費 ※１ 8,283 ※１ 9,291

営業利益 5,748 7,572

営業外収益   

受取利息 41 42

受取配当金 0 0

デリバティブ評価益 0 －

協力金収入 19 21

補助金収入 － 23

その他 31 18

営業外収益合計 93 106

営業外費用   

支払利息 39 55

固定資産廃棄損 116 148

為替差損 74 45

その他 60 60

営業外費用合計 290 309

経常利益 5,550 7,369

税金等調整前中間純利益 5,550 7,369

法人税、住民税及び事業税 1,286 1,855

法人税等調整額 164 196

法人税等合計 1,451 2,052

中間純利益 4,099 5,317

親会社株主に帰属する中間純利益 4,099 5,317
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 4,099 5,317

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 261 △130

退職給付に係る調整額 36 11

その他の包括利益合計 297 △118

中間包括利益 4,396 5,198

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 4,396 5,198
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 5,550 7,369

減価償却費 1,236 1,188

貸倒引当金の増減額（△は減少） △238 △3

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △187 △212

受取利息及び受取配当金 △41 △42

支払利息 39 55

為替差損益（△は益） 54 △70

前受金の増減額（△は減少） 444 △905

売上債権の増減額（△は増加） 5,135 △177

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,737 △6,544

仕入債務の増減額（△は減少） △5,824 888

未収入金の増減額（△は増加） 1,256 55

その他 389 △308

小計 6,077 1,293

利息及び配当金の受取額 41 42

利息の支払額 △39 △56

法人税等の支払額 △1,516 △2,327

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,561 △1,047

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △977 △2,406

投資有価証券の取得による支出 － △609

その他 △154 △115

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,131 △3,130

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,200 650

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △17 △10

長期借入金の返済による支出 △2,200 △700

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △2,629 △3,655

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,647 △3,716

現金及び現金同等物に係る換算差額 263 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,046 △7,897

現金及び現金同等物の期首残高 27,199 28,464

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 28,245 ※１ 20,566
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、社外取締役を除く取締役及び当社と委任契約を締結している執行役員（以下、「取締役等」といいま

す。）に対する業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

(１）取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といいます。）が当社株式を

取得し、業績達成度等一定の基準に応じて当社が各取締役等に付与するポイントの数に相当する数の当社株式

が本信託を通じて各取締役等に対して交付されるという、業績連動型の株式報酬制度です。なお、取締役等が

当社株式の交付を受ける時期は、毎年所定の時期です。

(２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度210百万円、32千株、当

中間連結会計期間129百万円、20千株であります。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　当社の従業員の住宅資金借入金に対し、債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

従業員 1百万円 1百万円

計 1 1 

 

２　当社は、資金調達の安定化及び効率化を図るため、取引銀行６行と特定融資枠契約（シンジケーション方式

によるコミットメントライン）を締結しております。当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

特定融資枠契約の総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 － － 

差引額 6,000 6,000 

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

荷造費発送費 107百万円 90百万円

従業員給与及び手当 3,868 4,141 

貸倒引当金繰入額 △153 △2 

役員賞与引当金繰入額 64 70 

退職給付費用 142 123 

役員退職慰労引当金繰入額 1 2 

減価償却費 889 822 

研究開発費 1,864 2,032 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

現金及び預金勘定 28,260百万円 20,581百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △14 △14 

現金及び現金同等物 28,245 20,566 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月21日

取締役会
普通株式 2,629 200.0 2024年３月31日 2024年６月５日 利益剰余金

（注）2024年５月21日取締役会の決議による配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金８百万円が

含まれております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月20日

取締役会
普通株式 3,655 278.0 2025年３月31日 2025年６月４日 利益剰余金

（注）2025年５月20日取締役会の決議による配当金の総額には、信託が保有する当社株式に対する配当金９百万円が

含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

外部顧客への売上高 23,363 8,950 3,175 902 36,391

セグメント間の内部売上高又は振替高 14 502 － 61 578

 計 23,378 9,453 3,175 963 36,970

セグメント利益 3,693 1,663 833 196 6,387

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 6,387

全社費用（注） △577

その他 △259

中間連結損益計算書の経常利益 5,550

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の研究開発費のうち全社共通に係る要素開発費用でありま

す。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

外部顧客への売上高 25,853 14,108 1,397 917 42,277

セグメント間の内部売上高又は振替高 20 473 － 60 554

 計 25,874 14,581 1,397 978 42,831

セグメント利益 4,480 3,371 45 188 8,086

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 8,086

全社費用（注） △547

その他 △168

中間連結損益計算書の経常利益 7,369

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の研究開発費のうち全社共通に係る要素開発費用でありま

す。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

ＳＰＥ（半導体） 19,772 6,911 － － 26,684

ＦＰＤ（Flat Panel Display） 2,358 984 － － 3,342

その他 1,232 1,055 3,175 57 5,520

顧客との契約から生じる収益 23,363 8,950 3,175 57 35,546

その他の収益 － － － 844 844

外部顧客への売上高 23,363 8,950 3,175 902 36,391

（注）「その他」の区分は、自動販売機・自動券売機等を含んでおります。

また、「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃

貸収入です。

 

当中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

財又はサービスの種類別に分解した顧客との契約から生じる収益は以下のとおりであります。

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

ＳＰＥ（半導体） 23,356 13,369 － － 36,725

ＦＰＤ（Flat Panel Display） 1,498 142 － － 1,641

その他 998 595 1,397 55 3,047

顧客との契約から生じる収益 25,853 14,108 1,397 55 41,414

その他の収益 － － － 862 862

外部顧客への売上高 25,853 14,108 1,397 917 42,277

（注）「その他」の区分は、自動販売機・自動券売機等を含んでおります。

また、「その他の収益」は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃

貸収入です。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 312円72銭 405円30銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額

（百万円）
4,099 5,317

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益金額（百万円）
4,099 5,317

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,108 13,119

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度として信託が保有する当社株式を、１株当たり中間純

利益金額の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前中間

連結会計期間40千株、当中間連結会計期間28千株）。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

2025年５月20日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………3,655百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………278円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年６月４日

　（注）　2025年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年11月13日

芝浦メカトロニクス株式会社

取締役会　御中

 

PwC Japan有限責任監査法人

 東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　裕之

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩本　展枝

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている芝浦メカトロニク

ス株式会社の2025年4月1日から2026年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年4月1日から2025年9月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、芝浦メカトロニクス株式会社及び連結子会社の2025年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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